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＜考察＞

　私は高齢者虐待について人間としてのモラルが問われる問題だと考えています。たしかに誰でも

怒りうる問題でありすぐになくなるものでもありません。研修に参加してどこまでが虐待か、とい

う点で一般的にも個人差ができていると思います。今後大いに議論して高齢者虐待防止法を煮詰め

ていってほしいです。現時点では「にらむ・命令する・見下す・無視する」という行為はすべて虐

待となるそうです。個人的には厳しくむしろ逆効果ではないかと思ってしまいますが社会的にはそ

こまでしないといけない深刻な問題であると受け止めています。高齢者虐待防止法は平成18年4

月1日から施行しますが、今までは「別に少しくらい大丈夫」と思っていたことが法律違反で罰

せられることになるわけです。今後業務を行なううえでもっとシビアになって虐待にならないよう

に心掛けていきます。

＜研修要旨＞

　基調講演「高齢者虐待の現状について」　講師：青森県立保健大学　教授　大和田　猛氏

　　これからの高齢化社会の重点課題

1） 認知症高齢者のケアのあり方

2） 介護予防施策やプログラムメニュ－の開発

3） 高齢者虐待防止システムの構築

4） 認知症ケアの確立と専属する職員の知識の向上

5） ケアサービスする側の職員に対するケアの確立

6） 職員内のスーパービジョン体制

7） ケアサービス側の教育のプログラム作り

　　施設内の虐待発見のきっかけ

　　アンケート調査報告書から

　　　職員による発見　　　9件

　　　利用者からの相談　　44件

　　　家族からの相談　　　3件

　　　介護相談員から　　　1件

　　改善方法

1) 人権教育研修プログラムが必要

2) コミュニケーションスキルの研修

3) 高齢者虐待法の理解

4) 高齢者相談窓口の明確化をはかる。

5) 応答訓練、高齢者と家族の面接トレーニング

6) 家族にケアに関する情報開示を求められてもすぐ対応できるようにする。

シンポジウム　テーマ「地域における高齢者虐待の予防・早期発見について」

　コーディネーター　青森県立保健大学　教授　大和田　猛氏

　シンポジスト

· 「高齢者虐待に対する在宅介護支援センターとケアマネージャーの役割」

在宅介護支援センター和幸　介護支援専門員　工藤　貢氏

虐待ケースの具体例(放置)

→一人暮らしで認知症の女性の家を訪問した際、ねずみのフンや悪臭がする。娘2人いるが連絡

ができない為に手紙を出した。しばらくすると連絡が取れたが投げやりで会う約束をしても

当日現れない。その後の対応として民生委員が２週間に1回自宅訪問・娘2人はケアマネ1人で

連絡を続ける。時間はかかったが徐々に娘２人の協力的になる。母もプライドがあり放置せざるを

えなかったのではないか。虐待の早期発見には起動力・虐待の具体化・積極性が大事。

· 「介護者のケアについて」八戸地域認知症者抱える家族の会「やさしい手の会」

　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副会長　石戸　育子氏

　　1）会員同士の会話でのこと、ある会員が東京でおきた６０代の女性が９０代の母を冬に放置して死亡

　　させる事件が起こった。原因は尿失禁したから。当時は６０代の女性が皆に責められていた。しかし

　　６０代の女性の気持ちが分かると同情して涙を流した。毎日の介護で介護うつになり誰でも起こり

うる状況である。

2）７０代女性の会員で夫が認知症で苦しんでいる。「認知症になっても生きていかなければなら

ないか」と始めは言っていたが会員と話し合うにつれてそのような気持ちがなくなり「生きているだけ

でありがたい」という気持ちに変わった。

· 「高齢者に対する地域での見守り」青森県民生委員会児童委員協議会　会長　福士　悦郎氏

民生委員とは高齢者のための機関ではなく生きてから死ぬまで一生の生活の手助けをする場所

平成１７年４月には個人情報保護法、平成１８年４月には高齢者虐待防止法ができるために

民生委員は行政と連携してマニュアルを作っていかなくてはならない。現時点として行政と

民生委員間の対応がうまくいっておらず今後の課題になっている。ケアマネージャー・

ホームヘルパー・施設などの関係機関をと協力し合って改善していきたい。

· 「権利擁護事業による経済的・財産的権利侵害への対策」十和田市社会福祉協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係長　福田　延幸氏

　地権事業の権利侵害への対応工程

1） 実態把握・ヒアリング

2） 権利侵害の自覚の促し

3） 要望による調整

4） 関係機関との調整

5） 見守り・モニタリング

6） 確認・状況把握・支援の見直し

○「高齢者における人権問題」青森地方法務局　人権擁護課　人権相談主任　貴田　浩聖氏

人権の擁護～法務省人権擁護局

　　　人権擁護員とは

→法務大臣が委嘱した民間の人たちであり街の相談パートナー的な感じ。現在14,000名の

委員（青森県280名）が配置され講演会や座談会を開催して地域の住民が人権について感

心を持ってもられるような啓発活動を行なったり、法務局の人権相談所や市役所などの公共

施設・デパート等において住民の皆さんからの人権相談を受けるなど、積極的な活動をして

いる。

　　　人権相談の具体例

· 離婚や扶養、相続など、家庭内で問題が起こった。

· 家主や地主から一方的に追い立てられている。

· 外国人という理由でアパ－ト等の入居を拒否された。

· 体罰やいじめを受けた。

· 公務員による暴行や不当な取り扱いを受けた。

· 不当に仲間はずれにされたり差別扱いを受けた。

· 部落差別を受けた。

· 高齢者、子どもが虐待を受けている。

· セクシュアル・ハラスメントを受けている。

· 変なうわさをたてられ名誉や信用を失った。

· 近隣間の騒音、悪臭、ばい煙などに悩まされている。










